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２０２２年度 事業報告 

 

 社会福祉法人すまいる厚生会は在宅における介護サービス及び通所介護サービスを中心に

事業展開し、地域に根ざし利用者の方々に愛される事業所を目指して運営してきました。 

２０２２年度は、引き続き新型コロナウイルス感染症の予防に努めながら事業活動をおこ

ないましたが、８月には相次いで職員８名が感染し、また濃厚接触者となる等で自宅待機の職

員が多数となりました。職場内感染やクラスターには該当しませんでしたが、職員が勤務でき

ないことにより、訪問介護サービスではサービスの派遣等ができませんでした。 

また、通所介護や訪問介護ともに利用者の入院や入所が相次ぎ、下半期からは新型コロナウ

イルス感染者数の増加による外出控えや利用控え等により利用率がさらに低下しました。 

さらに、１月の豪雪の影響では通所介護は休止し、訪問介護は職員の訪問手段が整わず、利

用者にサービスの提供ができない状況となりました。 

このような状況のなか、訪問介護事業ではケアウイング（IT ソフト）を導入し、業務の効

率化に取り組みました。 

介護サービス事業所として、さらなる法令遵守の徹底と介護保険制度に則した適正な法人

運営を行うとともに利用者保護・介護事故の防止等に努めました。 

介護保険利用者数の増加に向けてさまざまな取り組みを行いましたが、収支状況としては、

収入計が２億２，９２９万７，６５７円となり、支出計が２億３，８５１万４，５８８円とな

り、当期の資金収支差額は△９２１万６，９３１円と非常に厳しいものとなりました。 

２０２２年度における主要事業の活動状況については次のとおりです。 

 

１ 通所介護事業 

通所介護事業では、新型コロナウイルス感染症及びインフルエンザに対して、引き続き感

染予防対策に取り組みながらサービスの提供に努めました。 

利用者の在宅生活の維持向上を目指し、ニーズに沿ったアセスメントを行い、入浴・排泄・

食事等の生活支援や機能訓練を行いました。 

また、利用者がデイサービスセンターでの生活を楽しめるようレクリエーションを工夫

し、落ち着いて過ごしやすい雰囲気づくりに努めました。 

（１）中央事業所 

 利用状況については、１日の平均利用目標２４名、年間利用目標７，３６８名（営業日

数３０７日）に対して利用実績は５，３２９名（目標対比７２．３％）となり、前年度の

利用実績５，６６４名からは３３５名の減（前年度対比９４．０％）となりました。 

年間の入浴者数は、４，４４５名で前年度対比９５．６％でした。 
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要介護３以上の利用者の割合は、年間平均で４３％でした。 

年間の利用状況では、年度当初１日平均１６．７名の利用から始まり、新規利用者を獲

得しながら１０月時点では１８．０名まで増加しましたが、新型コロナウイルス感染拡大

で休まれる方、持病の悪化で入院やお亡くなりになる方、在宅生活が困難になり施設に入

所される方が急増したほか、１月には豪雪により休業せざるを得ない日もあり、年間を通

して利用者は減少する結果となってしまいました。 

一方で新規利用者は年間を通して２９名ありました。さらなる新規利用者の獲得に向

け、送迎体制等の充実を図っていきます。 

（２）神戸西事業所 

 利用状況については、１日の平均利用目標１５名、年間利用目標４，５９０名（営業日

数３０６日）に対して利用実績は４，５６１名（目標対比９９％）となり、前年度の利用

実績４，７６１名からは２００名の減（前年度対比９６％）となりました。（豪雪による

営業休止日は２日間） 

年間の利用状況では、新型コロナウイルス感染症拡大や入院・施設入所等の影響を受け、

１日の平均利用者数は１４．９名となり、前年度の１５．５名から減少しましたが、介護

度の上がった利用者に対しては人格を尊重した対応をするとともにスタッフの介護技術

の強化に努めました。 

活動内容では、利用者家族とケアマネジャー・理学療法士等の多職種連携を密に行い、

入院中の利用登録者に手作りカレンダーや手紙を届けました。利用者家族の事業所への信

頼関係の構築に努めるとともに利用者の再開や利用回数の増加、新規利用者の獲得に努め

ました。 

温かい手作り昼食の提供や明るく清潔な浴室での入浴、また毎月のカレンダー等の創作

活動も好評を得ているため、今後もさらなる取り組みを行います。 

 

２ 居宅介護支援事業所 

居宅介護支援専門員が要支援・要介護状態の利用者に対し、可能な限り住み慣れた地域で

の生活が継続できるよう、アセスメントやモニタリング評価を十分に行うとともに、サービ

ス提供事業所や地域包括支援センター・介護保険施設・医療機関等との連携を密に行い、生

活支援を推進しました。 

また、より質の高い在宅生活支援ができるよう、新型コロナウイルス感染症等の状況や最

新の介護保険情報の収集に努めました。 

 高齢者世帯介護や医療ニーズの高い介護、また重度認知症や障害福祉サービスとの混合支
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援などの理解を深めるとともに営業時間外であっても対応できるよう、緊急時の連絡体制を

整備し、チームによるケアマネジメントに取り組みました。 

（１）中央事業所 

 職員体制については、介護支援専門員２．５名体制で取り組みました。一人当たりの目

標を３３名（要支援含む）とし、年間利用目標９９０名に対して利用実績は７２９名（目 

標対比７３．６％）となり、前年度の利用実績８５９名に対し、１３０名の減（前年度対

比８４．８％）となりました。 

新規の受け入れ人数は２０名となり、昨年の１２名に対し増加しました。しかし利用者

の重度化等に伴う施設入所が増加し、利用者は減少しました。 

人材育成については、困難事例を受け入れ、社会福祉協議会や地域包括支援センターと

連携し、ケアマネジメントを行い取り組みました。 

また、他事業所との事例検討会に参加し、個人のスキルアップを図りました。 

（２）神戸西事業所 

 職員体制については、介護支援専門員３名体制で特定事業所加算Ⅲ（３００単位）の算

定をする体制で取り組みました。一人当たりの目標を３３名（要支援含む）とし、年間利

用目標１，１８８名に対して利用実績は９３８．５名（目標対比７９％）となり、前年度

の利用実績９７８．５名からは４０名の減（前年度対比９５．９％）となりました。 

 件数が減少となったのは、新型コロナウイルス感染症の感染防止のために、高齢者施設

に利用者が８名入所されたことが影響しました。 

人材育成については、特定事業所加算を受領している事業所としての研修体制を強化

し、スキルアップを図るとともに多種多様なケースを受け入れ積極的に取り組みました。 

また、事業所内での書類を統一し、ケースファイルのチェック体制を強化することで業

務の効率化を図りました。 

 

３ 訪問介護事業 

訪問介護事業では、要介護者一人ひとりが「その人らしい」日常生活を営めるよう心身の

特性や介護者を取り巻く環境などを細かく観察し、援助活動を推進しました。 

また、地域包括センターや居宅介護支援事業所との報告・連絡・相談を密に行い、サービ

スの向上や利用者の確保に努めました。 

（１）中央事業所 

 利用状況については、サービス提供責任者３．５名体制で一人当たり目標３３名とし、

年間利用目標１，３８６名に対して利用実績は１，３７１名（目標対比９８．９％）とな

り、前年度の利用実績１，３９２名からは２１名の減（前年度対比９８．４％）となりま
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した。利用者数は横ばいであるものの生活援助が増加していることにより、収支状況は厳

しくなりました。 

 自費サービスの提供時間は３０９時間となり、前年度の３５３時間から４４時間減（前

年度対比８７．５％）となりました。新型コロナウイルス感染症拡大により、通院介助等

の支援依頼が減少したことが要因となりました。 

（２）神戸西事業所 

 利用状況については、サービス提供責任者５名体制で一人当たり目標３３名とし、年間

利用目標１，９８０名に対して利用実績は１，１７５名（目標対比５９．３％）となり、

前年度の利用実績１，２５１名からは７６名の減（前年度対比９３．９％）となりました。 

新型コロナウイルス感染症拡大により、人員不足となったことからサービス提供時間が

減少したことによる影響が大きいものとなりました。 

自費サービスの提供時間は１８７．５時間となり、前年度１７９時間から８．５時間の

増（前年度対比１０４．７％）となりました。 

地域貢献事業として、神戸市青少年育成協議会の依頼により「青少年を守る店」「地域

みはり番（イエローフラッグ）」を継続して実施しました。 

 

４ 障害福祉サービス 

障害のある方の障害の程度や勘案すべき事項（社会活動や介護者、居住等の状況）を踏 

  まえ、障害者一人ひとりが「その人らしい」日常生活を営めるよう、援助を行いました。 

また、障害者地域支援センターとの報告・連絡・相談を密にし、サービス向上や利用者 

確保に努めました。 

居宅介護の年間利用者数は２７６名で利用回数は２，１１７回となり、前年度の利用回 

数１，７３２回から３８５回の増となり、人数は前年度２０７名から６９名の増となりま 

した。 

移動支援の年間利用者数は５８名で、利用回数は２２５回となり、前年度の年間利用者 

数３４名、利用回数２１１回から２４名、１４回の増となりました。 

地域の障害支援センターと連絡を密に取り合い、利用者のニーズの確認や関連機関と 

の情報共有を行いサービスの向上に努めました。 

 


